


Ⅲ.申請事業

入力数 299 字

〇また人権の守られた住宅環境を整えるだけでなく、複合的な困難を抱えた入居者のための各種の支援サービス（就労支援や生活支援など）を

入力数 166 字
Ⅳ.実行団体の募集

(1)申請事業の概要

②必要に応じた改築、改修工事。及び生活に必要な各種設備の設置。 2021年８月～12月

③就労支援、生活支援を行う人材の育成と配置 2021年9月～12月

④自治体や各種機関との連携を通じた入居者の確保 2021年12月～

コロナ禍で失業等により住まいを失った方に住宅を提供し生活再建に向けた支援を行うNPO法人等の団体を対象に、住宅の取得・建設（リフォームを含む）を行うための資金を助成し、生活支援付
きの住まいの確保を目指す。休眠預金事業終了後も同様の住宅整備を持続可能にするために、職場募金システムを構築し、民間資金の喚起の仕組みを整備する。
〇支援対象は、緊急事態宣言の発令された都府県と政令指定都市における、支援付き住宅運営の実績が3年以上あるNPO法人等の非営利組織
〇助成金：1件当たり5,000万円～１億円、７件程度採択
〇伴走支援として、職場募金システムを構築し、民間資金を喚起し、継続的支援を可能にする。

(2)活動(資金支援)（実行団体の活動想定） 時期
〇既存の支援付き住宅の経営分析から、支援付き住宅を継続的に運営するためには、入居戸数20～30戸を確保し、まとめて運営することが必要である。

提供できる人員体制の構築が必要である。

〇物件の購入・改築費用のための初期投資を助成金でカバーできれば、その後は家賃収入から人的サービスを提供することが可能となる。

以上から、実行団体の活動は以下が想定される。

①適切な戸数、環境、価格の物件の確保と購入契約。 2021年８月～9月

②専門的支援：支援付き住宅の建設（ハード面）及び経営、人的サービス（ソフト面）に関する専門的なアドバイザーを派遣し、 資金提供契約締結後毎月

立地地域のニーズの特色を踏まえた、支援付き住宅事業の立ち上げと継続的な事業化を支援する。

③事前評価、事後評価についての支援を行う。 資金提供締結時、事業報告時

④事業の実施状況・取り組み事例の共有に資する情報公開を行う。 随時

⑤本事業の出口戦略として、将来にわたる支援付住宅建設のためのイニシャルコストを他の民間資金から獲得しつづけるために

⑤支援付き住宅の運営開始 2021年12月～

(3)活動（資金分配団体による伴走支援） 時期
資金分配団体として実行団体に対して行う伴走支援は、下記の通り。

①進捗管理：月次の対話により、事前に定められたスケジュール、マイルストーンの着実な進行を確認する。進捗に遅れがあるなど、 資金提供契約締結後毎月

事業遂行に課題がある場合には、共に課題を分析し、解決をはかる。

(4)今回の事業実行を通じた目標 実施・到達状況の目安とする指標 把握方法 目標値/目標状態 目標達成時期

１ 全国7か所程度において支援付き住宅の供給を開始
する。

２ 職場募金を展開するためのITシステムとキャンペー
ン手法が確立している。

1-①支援付き住宅の設置個所数
1-②支援付き住宅（部屋）の提供戸数
1-③支援付き住宅への入居率
1-④支援付き住宅への入居者数
2-①ITシステムの稼働
2-②モデルキャンペーン実施数
2-③モデルキャンペーン参加社員数

１⇒実行団体からの提供情報を実地
確認

2⇒モデルキャンペーン参加企業から
の提供情報から算出

1-①７か所程度
1-②200室程度
1-③50％
1-④200人程度
2-①システムが稼働する
2-②２回
2-③参加企業の従業員の10％程度

①2022年3月
②2022年3月
③2022年3月
④2023年3月

(3)申請数確保に向けた
 工夫

現時点の情報収集で、20～30団体程度が応募する可能性があるとみている。
弊財団では2020年4月～12月の間に約１６億円のコロナ緊急寄付金を集め、１４本の助成事業を行ってきた。また休眠預金事業においては既に困窮者向け住宅の建設支
援の実績がある。従って、公募の際には、①弊財団のこれまでの応募団体に声がけすることに加え、②ホームレス支援全国ネットワーク、の広報網を活用し、全国400か
所以上の支援付き住宅の提供やホームレス支援に関する実績のある団体に確実に公募情報が届くようにし、応募を促す。

(4)予定する審査方法
 (審査スケジュール、審査
構成、留意点等）

①事務局による書類審査を行い、10団体程度への絞り込みを行う。②書類審査通過団体に対し、事務局による現地調査を行い、計画の詳細や熟度、特に購入予定物件の
適切性を確認し、③有識者による審査会を開催し、現地調査の結果情報を加味した審査を行い、実行団体を決定する。
（２）審査スケジュール
①公募期間：２カ月、②書類審査期間：公募終了から２週間、③現地調査期間：書類審査結果から１カ月、④審査会開催：現地調査終了後２週間
（３）審査委員会構成案










（４）審査基準の基本的考え方
これまで実施してきた「住まいの提供事業」や「生活支援」の実績は、ニーズに基づく十分な質を保った内容であるか
ソーシャルビジネスとして運営されている組織であり、信頼できる組織であるか
生活支援のあり方に見合った、ニーズに応える居住空間が保たれた建設計画になっているか
事業計画の内容が、目的、方法、スケジュール、予算、目標設定等の面で十分計画され、実行可能であるか
助成事業終了後に、自立的かつ継続的に運営できる見込みがあるか

(5)事業実施後（1年後）以降に目標とする状態
①全国７か所程度において、一実行団体あたり30室程度の支援付き住宅を提供する事業が継続的に展開されており、合計約200人の住宅困窮者に住まいを提供することができている状態。
②コロナ緊急枠終了後も支援付住宅建設やその他の社会的課題解決を続けるための職場募金の仕組みづくりが終了しており、募金キャンペーン参加企業を増加させている状態。

(1)採択予定実行団体数 7団体程度 (２) １実行団体当たり助成金額 5,000万円～１億円

職場募金用ITシステムを構築する。事業期間内に、企業連携のもとに、募金のモデルキャンペーンを実施し、実行団体を資金面でサポートする。



Ⅴ.事業実施体制

Ⅵ.関連する主な実績

②その他、助成金等の分配の実績

①コロナウイルス感染症に係る事業

(1)メンバー構成と各メンバーの役割

本事業は、公益財団法人パブリックリソース財団（代表者）と特定非営利活動法人ホームレス支援全国ネットワークがコンソーシアムを構成し、事業申請す
る。
〇パブリックリソース財団の役割
・代表団体としてのJANPIAとの契約、精算行為
・JANPIAに提出する月次、年次の報告書類等の作成
・公募要領、応募用紙の作成、公募の実施
・審査委員会の運営
・実行団体の月次進捗管理、経理管理
・実行団体の評価活動の支援
・職場募金システムの構築と民間資金のファンドレイズ
〇ホームレス支援全国ネットワークの役割
・公募時における広報協力、案件発掘
・審査時における支援付き住宅の建設（ハード面）の確認
・伴走支援における経営、人的サービス（ソフト面）に関する専門的なアドバイザーの派遣

(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等の実績
〇パブリックリソース財団の担当理事は、長年にわたり、ホームレス支援団体や精神障がい者支援団体、高齢者支援団体等と交流を重ねてきた。各種の支援付き住宅やグループホームの先駆的事例
の訪問調査に参加し、居住者の生活支援ニーズや居住状況の実態把握を行ってきた。これらの知見をもとに、生活困窮者の居住支援を推進するために必要な資金支援のありかたについて、研究を重
ねてきた。

〇これらの知見をもとに、2019年度休眠預金事業において、日常生活支援住居施設のモデル事業の事業化を目指す「支援付住宅建設・人材育成事業」の資金分配団体として、全国3か所において事
業を実施中である。

本申請事業以外の事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している
(予定も含む）

有 無
有の場合
その詳細

総額約１６億円のコロナ緊急寄付金を集め、
１４本の助成事業を行ってきた。

2019年度においては、市民、企業からの寄付をもとに24基金を運営し、総助成額は206,360,547円で、助成対象団体数は延べ288団体だった（休眠預金事業を含まず）。支援対象領域は、子ども、
東北被災地支援、国際協力、環境、女性など多岐にわたる。また2020年度4月から8月までの間に、コロナ関連で1,033,720,051円の寄付を頂き、そのうち480,029,579円を助成した。支援対象領域
は、医療機関、福祉、文化・芸術、中小企業支援などだった（8月末現在）。このほか、オンライン寄付サイト、奨学金制度や、企業からの物品寄贈をNPOにマッチングする仕組みも運営してい
る。

本申請事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も含
む）

有 無
有の場合
その詳細

本申請事業について、国又は地方公共団体から補助金又は貸付金（ふるさと納税を財源とする資金提供を含
む）を受けていない。

無 ※有の場合、選定の対象外となります（公募要領：助成方針参照）

(2)他団体との連携体制

〇公募時の広報については、全国居住支援法人協議会、共生地域創造財団等の協力を仰ぐ。
〇職場募金システムの構築とキャンペーン実施方法のノウハウについては、職場募金についての国際的なリーダー組織であるUnited Way Worldwideから、ノ
ウハウ提供の支援を受ける。
〇職場募金モデルキャンペーンの連携企業の発掘において、JANPIAと協働するほか、弊財団のネットワークを活用し、経済同友会、生産性本部等の協力を仰
ぐ。

(3)想定されるリスクと管理体制
〇地域によっては、適切な物件の選定、購入、改修が難しい危険性がある。⇒審査時の訪問調査で想定物件の状況、購入条件などを確認することで対応
〇生活支援、就労支援などの人的サービスがコロナの感染状況により実施しづらくなる危険性がある⇒職員や施設の感染防止策を徹底することで対応

(1)休眠預金以外の助成・補助金活用の有無




